
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 2,000.0 2,100.0 2,200.0 2,300.0 目標値 11000.0 11250.0 11500.0 11500.0

取組目標値 取組目標値

実績値 1,978.0 2,158.0 2,146.0 実績値 10859.0 10611.0 10186.0

達成率 － 107.9 102.2 － ％ 達成率 － 96.5 90.6 － ％

目標値 281.0 284.0 287.0 290.0 目標値 27.5 28.3 29.1 30.0

取組目標値 取組目標値

実績値 277.0 282.0 281.0 実績値 26.7 28.5 23.3

達成率 － 100.4 99.0 － ％ 達成率 － 103.7 82.4 － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

NPO法人の認証数（累
計）

ボランティア活動に参加
している人の割合

%

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・社会教育研修センターが実施する研修は、市町村社会教育委員、公民館等職員、市町村社会教育担当者などの対象者別に実
施しており、アンケート結果における満足度も向上している。
・青少年社会教育施設（青少年の家、少年自然の家）の年間利用者総数が増加し、青少年の心身の健全な育成が図られた。
・県立図書館については、情報システムの更新によりレファレンス機能の強化を行っており、今後、サービスの認知度向上を
図る必要がある。
・ＮＰＯ法人の認証数は微減となったが、県内３カ所で実施したソーシャルデザインスクールの参加者が、地域活動解決のた
めのＮＰＯ立ち上げに向けた活動を行っている。

B

判断

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・社会教育の拠点である公民館等の職員の能力向上がますます求められている。地域課題の解決や学校・家庭・地域の連携・協働に関するより実践的・
効果的な研修を実施することで人材育成を図る必要がある。
・県立図書館では、レファレンスサービスが県民に十分認知され活用されている状況とは言えないことから、同サービスについての更なる情報発信及び
担当職員の育成・レベルアップの必要がある。
・地域課題の解決を目指す個人に対しては、NPO法人の設立。既に、事業を実施しているが、支援が必要な団体に対しては、組織基盤強化のノウハウを
伝える等、個別支援が必要。
・ポータルサイトの周知と、ポータルサイト上でのボランティア情報を充実させることが必要。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・社会教育研修センターにおいては、公民館などの職員を対象とした研修について、職員に求められる能力が十分に身につくように研修の更なる充実を
図る。
・県立図書館では、県内公共図書館職員などを対象とした研修を更に充実するとともに、各種情報システムを有効活用し、レファレンス機能の一層の強
化と認知度向上を図る。
・しまね県民活動支援センターと連携して、きめ細やかな支援を段階的に行い地域活性化の主体となるＮＰＯを創出するとともに、既存ＮＰＯが自主
的、主体的な活動を実施できるよう、助成金などの情報提供や研修等への参加を各団体へ働きかけるとともに、法人運営上の課題に対応するため、専門
相談員による相談事業を行うなど、解散法人数が減少するよう取り組んでいく。
・県民のボランティア参加率が向上するよう、県内のＮＰＯ法人、しまね県民活動支援センター、島根県社会福祉協議会などと連携し、県民に対するボ
ランティア情報の提供を充実させていく。

件

その理由

施策Ⅲ－2－1　生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進

○県民一人ひとりが自主的・主体的に生涯を通じた学習に取り組むとともに、その学習の成果が社会生活に生かされる生涯学習社会を目指します。
○多くの県民が、地域課題の解決に向けた様々な社会貢献活動に、積極的に参加しやすい環境づくりを目指します。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

事務事業所管部局長
（幹事部局）

教育長　新田英夫 0852-22-5401

・社会教育実践者の養成人数（延べ研修参加者）は、2,146人であった。
・「青少年の家」の利用者は49,414人で小・中・高等学校計の利用割合は約44％であり、「少年自然の家」の利用者は26,371人で主な利用は小学校
の宿泊体験研修であった。
・県立図書館のレファレンス（図書・資料の検索・調査、提供）件数は10,186件であった。
・平成２９年度のＮＰＯ法人の認証数は５件、解散７件、所轄庁変更１件で１法人の減少となった。

施策評価シート 評価実施年度： 平成３０年度

社会教育関係者の年間養
成・育成（延べ研修参加
者）人数

人 県立図書館のレファレン
ス年間受付件数

目的



（単位：千円）

1 24,044 55,295
環境生活総
務課

2 11,038 11,798 社会教育課

3 101,438 98,021 社会教育課

4 66,543 68,405 社会教育課

5 108,821 111,721 社会教育課

6 974 1,766 社会教育課

7 15,024 22,357
環境生活総
務課
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活動団体の自立促進と活性化
事業

社会教育研修センター事業

青少年の家事業

少年自然の家事業

図書館事業

社会教育総合推進事業

しまね社会貢献基金事業

施策Ⅲ－2－1　生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

地域課題の解決に自主的、自発的に取り組む団体の活動が活発化し、より良い地域づ
くりが展開できるようにする。

青少年の心身の健全な育成と教養と文化の向上を図る。

県民の高度化・多様化する学習ニーズに応え、資料提供やレファレンス等の情報提供
に努めながら、いつでも、どこでも、誰でも学ぶことが出来る環境の整備を図る。

生涯学習社会の構築をめざし、社会教育行政及び生涯学習振興行政を推進するため
の体制整備を図る。

市町村社会教育担当者をはじめ公民館や社会教育施設の職員、ＮＰＯ関係者、各種
コーディネーター、ＰＴＡ指導者などを対象に、社会教育や「学社連携・融合」に関する
学習支援プログラムなど即戦力を養いかつ専門的スキルを習得するための研修プログ
ラムを開発・実施し、提供することにより、社会教育施設における学習支援機能の充実
を図る。

青少年の心身の健全な育成と教養と文化の向上を図る。

県民や企業から募った寄附金や県拠出金で基金を造成し、活動団体への助成事業
や、協働を推進する事業の実施することにより、ＮＰＯ法人や社会貢献活動を行う市民
活動団体の活動を支援し、県内の社会貢献活動のより一層の推進を図る。

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）


